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区 分 新 旧 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 本書の位置づけ 

広島市北部地区学校給食センター（仮称）等新築工事・管理運営事業

要求水準書（以下「要求水準書」という。）は、広島市（以下「市」と

いう。）が、広島市北部地区学校給食センター（仮称）等新築工事・管

理運営事業（以下「本事業」という。）を実施する民間事業者（以下

「事業者」という。）の募集及び選定を行うに当たって、本事業の入札

参加者へ公表する入札説明書と一体のものであり、市が事業者に要求す

る水準を示し、入札参加者の提案に対し具体的な指針を示すものであ

る。 

 

２ 事業の目的 

本市の学校給食は、①各学校の調理場で調理する「自校調理方式」、

②学校給食センターで数校分の給食を調理し各学校に配送する「給食セ

ンター方式」、③民間事業者の調理場で調理しランチボックスで提供す

る「選択制のデリバリー方式（以下「デリバリー方式」という。）」

（家庭から持参する弁当との選択制で実施）の三つの方式で提供してい

るが、デリバリー方式について残食率が高く申込率も年々低下している

ことや、自校調理方式と給食センター方式で施設の老朽化が進んでいる

ことなど様々な課題がある。 

こうした課題を総合的に解決するため、将来的に給食センターを基本

とする給食提供体制を目指すことを決定したところであり（「学校給食

の充実に向けた給食提供体制の見直し方針（令和 3 年 9 月）策定」）、

本事業は、この取組の一つとして可部地区学校給食センターの調理能力

を拡張して旧安佐市民病院跡地に建て替え、デリバリー方式の解消とと

もに現行の給食センター及び近隣の自校調理場の老朽化等の課題を解決

し、全ての児童生徒により安全でよりおいしい給食を提供することを目

的とする。 

あわせて、食に関する情報発信や地域住民の様々な活動に利用できる

附帯機能を整備することなどにより、新たな給食センターが安佐市民病

院跡地全体の活用コンセプトである「若者や子育て世代を中心に広域か

１ 本書の位置づけ 

(仮称)広島市北部地区学校給食センター整備・運営事業要求水準書

（以下「要求水準書」という。）は、広島市（以下「市」という。）

が、(仮称)広島市北部地区学校給食センター整備・運営事業（以下「本

事業」という。）を実施する民間事業者（以下「事業者」という。）の

募集及び選定を行うに当たって、本事業の入札参加者へ公表する入札説

明書と一体のものであり、市が事業者に要求する水準を示し、入札参加

者の提案に対し具体的な指針を示すものである。 

 

 

＜追加＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

広島市北部地区学校給食センター(仮称)等新築工事・管理運営事業要求水準書 新旧対照表 
 

2 / 33 

区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

１－４－⑴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４－⑸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ら多世代が集い憩える交流の場」の実現に寄与する施設となることを期

待するものである。 

 

３ 要求水準書の変更 

 

４ 基本的事項 

 

ア 本件施設 

広島市北部地区学校給食センター（仮称）の建物本体、建築設備、調

理設備、付帯施設、植栽、外構を含む全ての施設をいう。 

イ 本件建物 

広島市北部地区学校給食センター（仮称）の建物本体をいう。 

ス 配膳室 

配送校に整備されている、給食センターから配送されたコンテナ等の

保管や食器、食缶等及び直接学校に納入される牛乳等の受渡しや回収を

行う場所をいう。 

ソ 市職員 

  本事業における市の業務担当者、所長、事務等の業務を行う職員（栄

養教諭等を含む。）をいう。 

 

維持管理業務  
本件施設、什器備品等の維持管理を対象とし、各学

校の配膳室の維持管理は市で実施する。 

運営業務 

本件施設の運営業務（一部、市が行う業務を除

く。）、什器備品等の修繕・更新、配送車の維持管

理等を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 要求水準の変更 

 

３ 基本的事項 

 

ア 本件施設 

(仮称)広島市北部地区学校給食センターの建物本体、建築設備、調理

設備、付帯施設、植栽、外構を含む全ての施設をいう。 

イ 本件建物 

(仮称)広島市北部地区学校給食センターの建物本体をいう。 

ス 配膳室 

配送校に整備されている、給食センターから配送されたコンテナ等の

保管や食器、食缶等及び直接学校へ納入される牛乳等を児童生徒へ受け

渡しや回収を行う場所をいう。 

ソ 市職員 

  本事業における市の業務担当者を指し、所長、事務等の業務を行う職

員（栄養教諭等を含む）をいう。 

 

維持管理業務  
本件施設、事務備品等の維持管理を対象とし、各学校

の配膳室の維持管理は市で実施する。 

運営業務 

本件施設の運営業務（一部、市が行う業務を除

く。）、運営備品等の修繕・更新、配送車両の維持管

理等を対象とする。 
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１－４－⑹ 

 

 

 

 

 

１－４－⑺ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 統括責任者 

事業者は、本事業を実施するに当たり、市との連絡窓口を一元化する

ための統括責任者を配置すること。統括責任者は運営業務責任者と兼務

を可とする。 

なお、統括責任者は事業期間中、原則統一すること。 

 

イ 条例・規則 

(ｱ) 広島県条例・規則 

・ 食品衛生法に基づく営業の基準等に関する条例（平成 12年 3月条

例第 11 号） 

(ｲ) 広島市条例・規則 

・ 広島市食品衛生法施行細則（昭和 55 年 3 月規則第 20 号） 

ウ 各種基準等 

＜削除＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 統括責任者 

事業者は、本事業を実施するに当たり、市との連絡窓口を一元化する

ための統括責任者を配置すること。 

 

 

 

イ 条例・規則 

(ｱ) 広島県条例・規則 

  ＜追加＞ 

 

(ｲ) 広島市条例・規則 

･ 広島市食品衛生措置基準条例（平成 12 年３月条例第 39 号） 

ウ 各種基準等 

・ 建築設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

・ 2020 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省住宅局建

築指導課） 

・ 建築設備計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課監修） 

・ 建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課監修） 

・ 建築構造設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課監修） 

・ 建築工事監理指針 （ 〃 ） 

・ 電気設備工事監理指針（ 〃 ） 

・ 機械設備工事監理指針（ 〃 ） 

・ 建築工事安全施工技術指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課

監修） 

・ 建築工事標準詳細図（ 〃 ） 

・ 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（ 〃 ） 

・ 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（ 〃 ） 

・ 公共建築工事積算基準（ 〃 ） 

・ 公共建築数量積算基準（ 〃 ） 

・ 公共建築設備数量積算基準（ 〃 ） 
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オ 上位・関連計画 

・ 広島市基本構想・第 6 次広島市基本計画（2020－2030 年）（令和 2

年 12 月策定） 

・ 第 4 次広島市食育推進計画（令和 4 年 3 月策定） 

・ 学校給食の充実に向けた給食提供体制の見直し方針（令和 3 年 9 月

策定） 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 建築保全業務共通仕様書（ 〃 ） 

・ 建築保全業務積算基準（ 〃 ） 

・ 官庁施設の総合耐震計画・対津波計画基準（ 〃 ） 

・ 官庁施設の基本的性能基準及び同解説（ 〃 ） 

・ 官庁施設の環境保全性基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課

監修） 

・ 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準（国土交通省大臣官

房官庁営繕部設備課監修） 

・ 官庁施設の企画書及び企画書対応確認書の標準的書式（令和３年

版） 

・ 官庁施設の設計段階におけるコスト管理ガイドライン（平成 27年３

月一部改訂版） 

オ 上位・関連計画 

＜追加＞ 

 

・ 第４次広島市食育推進計画（令和４年３月） 

・ 学校給食の充実に向けた給食提供体制の見直し方針（令和３年９

月） 

・ 市内の公共施設、教育、給食、防災等に関する上位・関連計画 

カ その他 

以下の公共建築工事標準仕様書に準じた品質の保持に努めること 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営

繕部監修） 

・ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（ 〃 ） 

・ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（ 〃 ） 
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区 分 新 旧 

 

１－４－⑻ 

 

 

 

 

 

１－４－⑼ 

 

 

 

 

 

１－４－⑽ 

 

 

１－４－⑽ 

－イ 

 

 

 

 

 

 

１－４－⑽ 

－ウ 

 

 

 

 

 

建設予定地 旧安佐市民病院南館跡地（安佐北区可部南二丁目） 

敷地面積 
18,896.52 ㎡（うち給食センター用敷地 10,204.99

㎡） 

最大浸水深※2 
0.5ｍ～1.5ｍ（給食センター用敷地内の浸水深は※2

を参照のこと） 

 

イ 旧安佐市民病院の解体によって変更した地盤の高さを考慮した上で、

本件建物に設置した調理機器やキュービクル等が浸水しないよう、施設

整備を行うこと。 

エ 敷地南側道路は幅員が狭く見通しが悪く、また、近隣住民の安全性確

保のため、車両の進入口を設けないこと。 

 

ア 提供食数 

本件施設は、12,000 食程度／日の供給能力を有するものとする。 

 

(ｵ) 本件施設へ納入されたパンは、納入業者の容器を使用し、本件施設か

ら配送することを予定している。配送方法については、事業者の提案と

する。 

なお、パンの配送用の容器のサイズは、おおむね縦 65cm×横43cm×高

さ 16cm である。 

(ｷ) パンの配送用の容器は、納入業者が洗浄を行うことを想定している。

なお、事業者において専用のパン箱を調達することも可とする。 

 

(ｲ) 給食エリアは、1階配置を基本とするが、業務の効率等に配慮し、2階

に配置することも可とする。 

 

 

 

 

 

建設予定地 安佐市民病院南館跡地（安佐北区可部南二丁目） 

敷地面積 
約 18,900 ㎡（うち給食センター用敷地は約 10,000

㎡） 

最大浸水深※２ 
0.5ｍ～1.5ｍ 

 

 

イ 市が行う旧安佐市民病院の解体後の整地によって地盤の高さが変更と

なった場合においても、本件建物に設置した調理機器やキュービクル等

が浸水しないよう、施設整備を行うこと。 

エ 敷地南側道路は幅員が狭く見通しが悪く、また、近隣住民の安全性確

保のため進入口を設けないこと。 

 

ア 提供食数 

本件施設は、最大12,000食／日程度の供給能力を有するものとする。 

 

(ｵ) 本件施設へ納入されたパンは、納入業者の容器を使用し、本件施設か

ら配送することを予定している。 

 

 

 

＜追加＞ 

 

 

(ｲ) 給食エリアは、１階配置を基本とする。 
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１－４－⑽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 

 

 

 

 

 

 

 

キ 配送校の追加 

事業期間中に複数回、配送校を追加することを予定している。配送校

の追加予定は資料 8 を参照すること。事業期間中の予定配送校数は以下

のとおり。 

ク 学校給食センター（食育エリアを除く。）の稼動日数 

ケ 光熱水費の負担 

施設整備業務から運営業務までに係る全ての光熱水費（市専用エリア

及び食育エリア、配送校での配膳業務に係る光熱水費を除く。）は事業

者の負担とする。 

なお、市専用エリア及び食育エリアで使用した光熱水費は、市が負担

するため、別途計量できるようにすること。また、光熱水費の削減が可

能な限り図られるよう、業務を実施すること。 

 

⑴ 安全で安心な学校給食の提供が可能な施設 

⑶ 食育や地産地消など学習面においても貢献できる施設 

⑷ 近隣の住環境へ配慮した施設 

⑸ その他、施設の機能に関する配慮事項 

 イ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ

リー法）等の規定によるほか、見学者等の利用部分については、不特

定多数の来場に備え、車椅子用駐車場、エレベーター、多目的トイレ

等を設け、バリアフリーに配慮した施設とする。 

 

⑴ 設計業務 

ア 事前調査業務 

イ 本件施設の基本設計・実施設計業務 

ウ 建設に伴う各種許認可申請等の手続業務 

エ その他上記の業務を実施する上で必要な関連業務 

⑵ 建設業務 

ア 本件施設の建設業務 

イ 調理設備調達業務 

キ 配送校の追加 

事業期間中に複数回、配送校の追加を想定している。配送校の追加予

定は資料８を参照すること。予定配送校数は以下のとおり。 

 

ク 施設稼働日数 

ケ 光熱水費の負担 

施設整備業務から運営業務までに係る全ての光熱水費（市職員用事務

室及び食育エリア、配送校での配膳業務に係る光熱水費を除く。）は事

業者の負担とする。 

なお、光熱水費の削減が可能な限り図られるよう、業務を実施するも

のとする。 

 

 

⑴ 安全で安心な学校給食の提供が可能な施設設備 

⑶ 食育や地産地消など学習面においても推進できる施設体制の構築 

⑷ 近隣の住環境へ配慮した施設整備 

⑸ その他、施設の機能に関する配慮事項 

 イ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ

リー法）等の規定によるほか、見学者等の利用部分については、不特

定多数の来場に備え、障がい者等駐車場、エレベーター、多目的トイ

レ等を設け、バリアフリーに配慮した施設とする。 

 

 

⑴ 事前調査業務 

⑵ 設計業務（基本設計・実施設計） 

⑸ 建設に伴う各種許認可申請等の手続業務 

 

 

⑷ 建設業務 

⑹ 調理設備調達業務 
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 調理備品調達業務 

エ 食缶等調達業務 

オ 事務備品調達業務 

カ 近隣対応・周辺対策業務 

キ 中間検査・竣工検査及び引き渡し業務 

ク その他上記の業務を実施する上で必要な関連業務 

⑶ 工事監理業務 

＜削除＞ 

 

３ 実施体制 

事業者は、本事業における施設整備業務責任者として建築士法第 2 条

第 2 項に規定される一級建築士を配置すること。また、設計、工事監

理、建設（調理設備調達を除く。）及び調理設備調達の各業務責任者を

配置し、施設整備業務責任者と連携させ、設計・施工業務の円滑化を図

ること。なお、施設整備業務責任者と各業務責任者（工事監理業務の業

務責任者を除く。）を兼ねることは可とする。 

 

⑴ 設計業務 

ア 事前調査業務 

イ 本件施設の基本設計・実施設計業務 

 ウ 建設に伴う各種許認可申請等の手続業務 

⑵ 建設業務 

 ア 本件施設の建設業務 

 (ｳ) 事業者は、建設業務の実施に当たり、工事車両の動線や安全対

策、各種工事調整など、認定こども園及び多目的交流広場の建設工

事事業者等と連携を図ること。 

  ＜削除＞ 

 

 

  (ｻ) <略> 

⑺ 調理備品調達業務 

⑻ 食缶等調達業務 

⑼ 事務備品調達業務 

⑾ 近隣対応・周辺対策業務 

⑿ 中間検査・竣工検査及び引き渡し業務 

⒀ その他これらを実施する上で必要な関連業務 

⑶ 工事監理業務 

⑽ 配送車調達業務 

 

３ 実施体制 

事業者は、本事業における施設整備業務責任者として建築士法第２条

第２項に規定される一級建築士を配置すること。また、設計、工事監

理、建設及び調理設備調達の各業務責任者を配置し、施設整備業務責任

者と連携させ、設計・施工業務の円滑化を図ること。なお、施設整備業

務責任者と各業務責任者（工事監理業務の業務責任者を除く。）を兼ね

ることは可とする。 

 

 

⑴ 事前調査業務 

⑵ 設計業務（基本設計・実施設計） 

⑸ 建設に伴う各種許認可申請等の手続業務 

 

⑷ 建設業務 

 ウ 事業者は、建設業務にわたり、工事車両の動線や安全対策、各種工

事調整、敷地境界の取り合い工事、認定こども園及び多目的交流広場

の建設工事等と合理的な範囲において連携を図ること。 

 サ 工事により、周辺地域に水枯れなどの被害が発生しないよう留意す

るとともに、万一発生した場合は、事業者の責任において対応を行う

こと。 

 シ <略> 
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３－１ 

 

４－１ 

 

 

 

４－２－⑴ 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 

 

 

 イ 調理設備調達業務 

 ウ 調理備品調達業務 

 エ 食缶等調達業務 

 オ 事務備品調達業務 

 カ 近隣対応・周辺対策業務 

 キ 中間検査・竣工検査及び引き渡し業務 

⑶ 工事監理業務 

⑷ その他上記の業務を実施する上で必要な関連業務 

市が実施する学校関係者や保護者、地元住民向けの説明会等におい

て、事業者は説明補助などの支援を行うこと。 

 

＜移動＞ ５－４－⑴－ケ 

 

⑷ 本件施設及び調理備品の取扱いに対する習熟 

 

⑴ 予防保全を基本とし、計画的に修繕及び更新を実施することで、経年

劣化による危険・故障等の未然防止に努めるとともに、ライフサイクル

コストの縮減に努める。 

 

ア 要求水準書、「学校給食衛生管理基準」及び「大量調理施設衛生管理

マニュアル」に基づくほか、「建築保全業務共通仕様書」（以下「共通

仕様書」という。）の最新版の点検項目、点検周期を適宜参考にし、建

物や各種設備・備品等の維持管理を行うこと。 

＜削除＞ 

 

ウ <略> 

 

⑷ 事業期間中の修繕・更新 

施設の修繕・更新に当たっては、以下の点に特に留意すること。ま

た、具体的な修繕・更新の時期や方法については、市と協議の上、決定

⑹ 調理設備調達業務 

⑺ 調理備品調達業務 

⑻ 食缶等調達業務 

⑼ 事務備品調達業務 

⑾ 近隣対応・周辺対策業務 

⑿ 中間検査・竣工検査及び引き渡し業務 

⑶ 工事監理業務 

⒀ その他これらを実施する上で必要な関連業務 

市が実施する説明会等において、事業者は説明補助などの支援を行う

こと。 

 

⑽ 配送車調達業務 

 

⑷ 本件施設及び運営備品の取扱いに対する習熟 

 

⑴ 予防保全を基本とし、計画的に修繕及び更新を実施することで、経年

劣化による危険・故障等の未然防止に努める。 

 

 

ア 要求水準書、「学校給食衛生管理基準」及び「大量調理施設衛生管理

マニュアル」に基づくほか、「建築保全業務共通仕様書（以下「共通仕

様書」という。）の最新版の点検項目を適宜参考にし、建物や各種設

備・備品等の維持管理を行うこと。 

ウ 共通仕様書に示された点検周期（「３か月に１回」「１年に１回」

等）を最低基準とする。 

エ <略> 

 

⑷ 事業期間中の修繕・更新 

施設における修繕・更新においては、以下の点に特に留意すること。 
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４－２－⑷ 

－オ 

 

４－２－⑸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－４－⑵ 

－イ 

 

 

 

 

 

 

 

すること。 

 

 

 

 

ア 市は、事業期間終了後に次の点を点検する。市の検査により不適合と

認められた場合は、事業者の責により速やかに対応すること。なお、本

件施設の機能及び性能を満足している場合に限り、経年による劣化等は

対応の対象としないものとする。 

本件建物 

・構造上有害な鉄骨の錆・傷等 

・接合部のボルトのゆるみ等 

・鉄筋コンクリート部分の構造上有害なクラック等 

・屋上防水と外壁の損傷等 

※上記以外にも、「配管の腐食、錆瘤等の状況、継ぎ手の損傷等」、「配管の水

圧、気密等の異常等」、「その他、各種設備、備品等が要求水準書を満たして

いない等」の事象が発見された場合には、事業者の責により速やかに対応する

こと。 

※接合部のボルトのゆるみ等の点検は、合理的に点検できる範囲で可とする。 

オ 事業契約期間満了後 1 年間、維持管理業務を担った企業が連絡窓口と

なり、引継先からの問合せ対応等のサポート業務を実施すること。 

 

(ｲ) 点検 

ａ 各設備の関係法令の定めに基づく点検とともに、建築基準法第12条

第 2 項に準ずる点検を行うこと。 

 

 

 

ｂ 各設備について、常に正常な機能を維持できるよう、設備系統ごと

に定期的に点検を行うこと。 

建築設備等の主な修繕・更新 

・電気設備 電気設備の修繕・更新等 

 

 

＜追加＞ 

 

 

ア 市は、事業期間終了後に次の点を点検する。市の検査により不適合と

認められた場合は、事業者の責により速やかに対応すること。 

本件建物 

・構造上有害な鉄骨の錆・傷等 

・接合部のボルトのゆるみ等 

・鉄筋コンクリート部分の構造上有害なクラック等 

・屋上防水と外壁の損傷等 

上記以外  

・配管の腐食、錆瘤等の状況、継ぎ手の損傷等 

・配管の水圧、気密等 

・その他、各種設備・備品等が要求水準書を満たして

いるか等 

 

  

 

オ 事業契約期間満了後１年間、維持管理企業が連絡窓口となり、引継先

からの問合せ対応等のサポート業務を実施すること。 

 

(ｲ) 法定点検 

ａ 建築基準法第 12 条第２項に準ずる点検を行うこと。 

ｂ 各設備の関係法令の定めにより、点検を実施すること。 

ｃ 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、適

切な方法により対応すること。 

(ｳ) 定期点検 

 ａ 各設備について、常に正常な機能を維持できるよう、設備系統ごと

に定期的に点検・対応を行うこと。 

 ｂ 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合又は
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４－４－⑺ 

 

 

４－４－⑺ 

－イ－(ｱ) 

 

 

 

４－４－⑺ 

－イ－(ｲ) 

－ｂ 

 

 

４－４－⑺ 

－イ－(ｲ) 

－ｃ 

 

４－４－⑻ 

－ウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 点検により設備が正常に機能しないことが明らかになった場合、適

切な方法により対応すること。 

 

ア 対象範囲及び対象業務 

清掃の対象範囲及び対象業務を以下に示す。 

 

ｈ 毎日の業務終了後に、ドアノブや人の手が触れるペーパーホルダー、

便座、手摺り等を次亜塩素酸ナトリウム水溶液（200ppm）で拭くなどの

消毒を実施すること。なお、調理従事者が触れていない部分について

は、適宜消毒を実施すること。 

 

(f) 「第６/１ 本件施設の概要」で示す汚染作業区域と非汚染作業区域の

床及び内壁の床面から 1m 以内の部分は 1 日 1 回以上、内壁の床面から

1m 以上の部分、天井及び窓ガラスは定期的に清掃すること。なお、具体

的な作業時期や実施回数については、市と協議の上決定すること。 

 

(e) 窓ガラスは、1 週間に 1 回以上清掃すること。 

 

 

 

(ｴ) 給食センター閉場時（月曜日から金曜日の夜間、週休日、祝日等をい

う。以下同じ。）に「第６/１ 本件施設の概要」で示す食育エリアを開

放する場合は、その他のエリアへの立入を禁止する施設警備を導入する

こと。 

(ｵ) 給食センター閉場時に食育エリアを一般市民の施設利用に開放してい

る時間帯は、利用者からの通報連絡にも対応可能な体制とした上で、必

要に応じて市職員にも連絡が行える体制を整えること。 

 

(ｷ) 調理機器の設備異常等による施設の火災や破損等を感知できるシステ

ムとすること。 

何らかの悪影響を及ぼすと考えられる場合には、適切な方法により対

応すること。 

 

 

 ＜追加＞ 

 

ｈ 毎日の業務終了後に、ドアノブや人の手が触れるペーパーホルダー、

便座、手摺り等を次亜塩素酸ナトリウム水溶液（200ppm）で拭くなどの

消毒を実施すること。 

 

 

(f) 「第６/１本件施設の概要」で示す汚染作業区域と非汚染作業区域の

床及び内壁の床面から１m 以内の部分は１日１回以上、内壁の床面から

１m 以上の部分、天井及び窓ガラスは月１回以上、清掃を行うこと。 

 

 

(e) 窓ガラスは、１週間に１回以上清掃すること。ただし、給食エリア側

の清掃については、夏休みなどの長期休暇中に行うものとする。 

 

 

(ｴ) 給食センター閉場時（平日夜間や休日）に「第６/１本件施設の概

要」で示す食育エリアを開放する場合は、その他のエリアへの立入を禁

止する施設警備を導入すること。 

 

(ｵ) 給食センター閉場時（平日夜間や休日）に食育エリアを一般市民の施

設利用に開放している時間帯は、利用者からの通報連絡にも対応可能な

体制とした上で、必要に応じて市職員にも連絡が行える体制を整えるこ

と。 

(ｷ) 調理機器等の設備異常等も感知できるシステムとすること。 
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４－４－⑻ 

 

 

 

 

５－２－⑶ 

 

５－３－⑵ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－３－⑷ 

 

 

 

 

なお、感知できるシステムの対象として冷蔵庫・冷凍庫は必須とし、

その他の調理機器等については、事業者の提案とする。 

 

エ 警備記録簿の作成、保管等 

警備記録簿は 5 年以上、監視カメラの録画は 1 か月以上保存し、異常

発生の記録簿は事業終了時まで保管すること。また、市から要求があれ

ば速やかに提示できるようにしておくこと。 

 

ケ 配送車調達・維持管理・更新業務 

 

ア 事業者が実施する業務のサービス水準を維持改善するよう、事業者自

らモニタリングを実施すること。なお、モニタリングの実施に当たって

は運営担当者等で構成される専門の組織を組成すること。 

 

イ <略> 

ウ <略> 

エ モニタリングの内容については、市と協議の上、設定すること。 

 

 

 

オ 事業者は、毎月、市にモニタリング報告書を提出すること。モニタリ

ング報告書には、次の内容を記載すること。 

カ 事業者は必要に応じて、衛生機関等によるモニタリングを実施するこ

と。 

 

イ 営業許可の取得 

事業者は、本件施設の運営業務に関し、食品衛生法第 55条による営業

許可を取得する必要があるため、開業までに（営業許可を更新したとき

は、更新後 1 か月以内に）営業許可書等の写しを市に提出すること。 

 

 

 

 

エ 警備記録簿の作成、保管等 

警備記録簿は５年以上、異常発生の記録簿は事業終了時まで保管する

こと。また、市から要求があれば速やかに提示できるようにしておくこ

と。 

 

ケ 配送車維持管理・更新業務 

 

ア 事業者が実施する業務のサービス水準を維持改善するよう、事業者自

らのモニタリング（以下「セルフモニタリング」という。）を実施する

こと。なお、実施に当たっては運営担当者等で構成される専門の組織を

組成すること。 

ウ <略> 

エ <略> 

オ 要求水準書に規定する内容及び市が実施するモニタリングとの連携に

十分配慮して、セルフモニタリングの項目、方法等を提案すること。な

お、セルフモニタリングの内容については、市と協議の上、設定するこ

と。 

カ 事業者は、毎月、市にモニタリング報告書を提出すること。モニタリ

ング報告書には、次の内容を記載すること。 

イ 衛生機関等によるモニタリングを定期的に実施すること。 

 

 

イ 営業許可の取得 

食品衛生法第52条による営業許可を取得する必要がある場合には開業

までに（営業許可を更新したときは、更新後１か月以内に）営業許可書

等の写しを市に提出すること。 
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５－４－⑴ 

－ア－(ｲ) 

５－４－⑴ 

－イ－(ｱ) 

 

 

 

５－４－⑴ 

－イ－(ｳ) 

 

 

 

 

５－４－⑴ 

－イ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－４－⑴ 

－イ－(ｸ) 

 

 

 

ｄ 保存食について、保存開始日、保存温度、廃棄した日時等を記録する

こと。 

ｆ 肉、魚、卵の汚染食品を扱った者は、その他の調理済みや非加熱の食

品を扱わないこと。ただし、やむを得ずその他調理済みや非加熱の食品

を扱う必要がある場合は、これらの食品を汚染しないよう適切な汚染の

防止を図ること。 

 

ｄ 調理室における食材及び調理備品は、床面から60cm以上の高さの置台

の上に置き、直接床に置かないこと。調理過程の中で、やむを得ず置台

に置けないときは、床面から 60cm 以上の場所に置くこと。 

ｋ 履替え時に汚染作業区域と非汚染作業区域の履物が混在しないよう配

慮すること。 

 

(ｶ) 検食 

「学校給食衛生管理基準」に基づき、あらかじめ責任者を定めて検食

を行うこと。また、本件施設の市職員等も検食を行うため、同じ検食品

を提供すること。 

 なお、配送先の小学校・中学校の校長も検食を行い、校長の検食の準

備は市が実施する。検食の際は、以下の点に注意すること。検食の結果

は、毎回必ず検食簿に記録すること。市は、不定期に検食簿の提出を求

めることがある。 

(ｷ) 保存食の保存 

 ｂ 保存食について、保存開始日、保存温度、廃棄した日時等を記録す

ること。 

 

ｂ 事業者は、アレルギー対応食マニュアルを用い、市が作成する献立に

従い、除去すべき原因食品が混入しないよう調理を行うこと。中心温度

管理等、衛生管理はその他の調理業務と同様に行うこと。 

ｃ 対応を提供食数の約1％（120食／日）程度と想定し、将来的には乳、

 

d 保存食について、その記録(保存開始日、保存温度、処分費等)をとる

こと。 

ｆ 肉、魚、卵の汚染食品を扱った者は、その他の調理済みや非加熱の食

品を扱わないこと。 

 

 

 

ｄ 調理室における食材及び調理備品は、常に置台の上に置き、直接床に

置かないこと。調理過程の中で、やむを得ず置台に置けないときは、床

面から 60cm 以上の場所に置くこと。 

ｋ 履替え時に履物が混在しないよう配慮すること。 

 

 

(ｶ) 検食 

「学校給食衛生管理基準」に基づき、あらかじめ責任者を定めて検食

を行うこと。また、本件施設の市職員等も検食を行うため、同じ検食品

を提供すること。さらに、配送先の小学校・中学校の校長も検食を行う

が、校長の検食の準備は市が実施する。検食の際は、以下の点に注意す

ること。 

 検食の結果は検食簿を用意し、毎回必ず記録すること。また、市は、

不定期に検食簿の提出を求めることがある。 

(ｷ) 保存食の保存 

 ｂ 保存食について、その記録（保存開始日、保存温度、処分日等）を

とること。 

 

ｂ 事業者は、アレルギー対応食マニュアルを用い、市が作成する献立に

従い、除去すべき原因食品が混入しないよう調理を行うこと。中心温度

管理等、衛生管理はその他の調理業務と同様に行う。  

ｃ 対応を提供食数の約１％（120 食／日）程度と想定し、将来的には他
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区 分 新 旧 

 

 

 

５－４－⑴ 

－イ－(ｹ) 

 

 

 

５－４－⑴ 

－ウ－(ｲ) 

 

 

 

 

 

５－４－⑴ 

－オ 

 

 

 

 

５－４－⑴ 

－オ－(ｶ) 

 

 

５－４－⑴ 

－キ 

 

 

 

卵、大豆、ごま及び小麦以外のアレルゲンについても対応可能な体制と

すること。 

 

ｃ 個人ごとに提供するもののうち、ジャム、ふりかけ、ソース類につい

てはクラスごとに数読み等を行った上で仕分けたものを配送し、ゼリ

ー・ヨーグルトなどのデザート類は各校の配膳室でクラスごとに仕分け

を行う。 

 

ｌ 配送校において嘔吐物等により汚染された食器・食缶等を再度洗浄、

消毒できる用具を備えておくとともに、配送・回収業務の従事者に対し

て処理方法等の指導を行うこと。 

ｏ 配送・回収業務の従事者は、毎朝アルコール検知器を用いて酒気帯び

でないことを確認するとともに、適切な睡眠状態を保つこと。 

 

 

(ｱ) 各配送校から回収した残渣、調理に伴い発生した廃棄物（空き缶・ビ

ニール袋・ダンボール・プラスチック・ガラス・廃油等）及び業務に伴

い発生した廃棄物（書類等）は、以下に留意して、事業者の責任におい

て適正に収集運搬・処理すること。 

 なお、未開封や飲み残しの牛乳は各学校が処分する。 

 

ｄ 残渣及び廃棄物の保管容器は、汚臭及び汚液が漏れないように管理す

るとともに、使用終了後は速やかに洗浄し、衛生上支障のないように保

持すること。 

 

(ｱ) 事業者自らが調達した食缶等について、事業期間内における食缶等の

機能を維持するために、必要に応じ、点検・修繕・更新・補充を行うこ

と。 

なお、更新時期・更新内容については、市との協議により決定するこ

と。 

のアレルゲンについても対応可能な体制とする。 

 

 

ｃ 個人ごとに提供するもののうち、ジャム、ふりかけ、ソース類につい

てはクラスごとに数よみ等を行い仕分けたものを配送し、ゼリー・ヨー

グルトなどのデザート類は各校の配膳室でクラスごとに仕分けを行う。 

 

 

ｌ 配送校において嘔吐物等により汚染された食器・食缶等を再度洗浄、

消毒できる用具を備えておくとともに、配送・回収業務の従事者に対し

て処理方法等の指導を行っておくこと。 

ｏ 配送・回収業務の従事者は、毎朝酒気帯びでないことの確認をアルコ

ール検知器を用いて行うとともに、アルコール検知器を常時有効に保持

すること。また、適切な睡眠状況であることの確認を実施すること。 

 

(ｱ) 各配送校から回収した残渣、調理に伴い発生した廃棄物（空き缶・ビ

ニール袋・ダンボール・プラスチック・ガラス・廃油等）及び業務に伴

い発生した廃棄物（書類等）は、以下に留意して、事業者の責任におい

て適正に収集運搬・処理すること。 

 

 

ｄ 残渣及び廃棄物の保管容器は、汚臭及び汚液が漏れないように管理す

るとともに、使用終了後は速やかに清掃し、衛生上支障のないように保

持すること。 

 

ａ 事業者自らが調達した食缶等について、事業期間内における食缶等の

機能を維持するために、必要に応じ、点検・修繕・更新・補充を行うこ

と。 
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

５－４－⑴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) <略> 

＜削除＞ 

 

 

(ｳ) <略> 

 

ケ 配送車調達・維持管理・更新業務 

(ｱ) 以下の点に留意して配送車を調達すること。 

ａ <略> 

ｂ <略> 

ｃ <略> 

ｄ <略> 

ｅ 配送車は、新車を基本とするが、走行や配送に問題がない車両で

あれば、中古車や新古車も可とし、事業者の提案によるものとす

る。なお、リースでの調達も可とする。 

ｆ <略> 

ｇ <略> 

 

 

(ｲ) 配送及び回収業務に支障をきたすことのないよう、以下のとおり配

送車の維持管理・更新を行うこと。 

ａ <略> 

ｂ <略> 

ｃ <略> 

ｄ <略> 

ｅ 配送車両の更新の要否及び更新時期については、安全性に配慮し

たうえで事業者の提案とする。 

 

 

ｂ <略> 

ｃ 運用開始当初から事業期間終了までの間に、更新を 1 回以上行うこ

と。なお、更新時期・更新内容については、市との協議により決定する

こと。 

ｄ <略> 

 

⑽ 配送車調達業務 ＜移動＞ ２－４－⑽ 

以下の点に留意して配送車を調達すること。 

 ア <略> 

 イ <略> 

 ウ <略> 

 エ <略> 

 オ 配送車の調達手法は、事業者の提案によるものとする。なお、リー

スでの調達も可とする。 

 カ <略> 

 キ <略> 

 

 

ケ 配送車維持管理・更新業務 

配送及び回収業務に支障をきたすことのないよう、以下のとおり配送

車の維持管理・更新を行うこと。 

 (ｱ) <略> 

(ｲ) <略> 

(ｳ) <略> 

(ｴ) <略> 

(ｵ) 配送車両をリースする場合でも事業期間中に少なくとも１回は更新

すること。 
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５－４－⑴ 

－コ－(ｱ) 

－ｇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 従事前に健康状態の点検を行い、その結果を記録し、調理責任者は記

録を確認すること。集団感染等の異常発生時は、市に報告すること。 

 

 

 

 

(b) 従事者等に下痢、発熱、腹痛、嘔吐、化膿性疾患、手指等の外傷等の

症状がある等、従事に問題がある場合は、必要に応じた処置をとるこ

と。 

(c) 年 1 回以上健康診断を行い、その実施状況を市に報告すること。 

(d) 細菌検査(赤痢菌、サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌、その他必要

な細菌等）を、毎月 2 回以上行い、その結果を市に報告すること。 

 

(e) <略> 

(f) 細菌検査により異常が認められた者を、調理作業等に従事させないこ

と。 

＜削除＞ 

 

 

 

 

 

 

 

(g) ノロウイルスを原因とする感染性疾患による症状と診断された従事者

等は、高感度の検便検査においてノロウイルスを保有していないこと

が確認されるまでの間、調理作業等に従事させないこと。また、ノロ

ウイルスにより発症した従事者等と一緒に食事を喫食する又は、ノロ

ウイルスによる発症者が家族にいるなど、同一の感染機会があった可

能性がある従事者等について速やかに高感度の検便検査を実施し、検

(a) 従事前に調理作業等に従事できる健康状態であることの点検を行

い、その結果を記録し、調理責任者は記録を確認すること。従事前の

確認において従事に問題がある場合は、必要に応じた措置をとるこ

と。集団感染等の異常発生時は、市に報告すること。 

また、年 1 回以上健康診断を行い、その実施状況を市に報告するこ

と。 

(e) 従事者等に、下痢、発熱、腹痛、嘔吐、化膿性疾患、手指等の外傷

等の症状がある場合若しくは感染症予防法に規定する感染症又はその

疑いがある場合には、調理作業等に従事させないこと。 

 

(a) 細菌検査(赤痢菌、サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌血清型Ｏ

157、その他必要な細菌等）を、毎月２回以上行い、その結果を市に

報告すること。 

(b) <略> 

(c) 健康診断及び細菌検査により異常が認められた者を、調理作業等に

従事させないこと。 

(d) 従事者等の下痢、発熱、腹痛、嘔吐、化膿性疾患及び手指等の外傷

等の有無等健康状態を、毎日、個人ごとに把握するとともに、感染症

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症予防

法」という。）に規定する感染症又はその疑いがあるかどうか毎日点

検し、これらを記録すること。また、これらの記録は市に報告するこ

と。なお、下痢、発熱、腹痛、嘔吐をしており、感染症予防法に規定

する感染症又はその疑いがある場合には、医療機関に受診させ感染性

疾患の有無を確認し、その指示を励行させること。 

(f) ノロウイルスを原因とする感染性疾患による症状と診断された従事

者等は、高感度の検便検査においてノロウイルスを保有していないこ

とが確認されるまでの間、食品に直接触れる調理作業を控えさせるな

ど適切な処置をとること。また、ノロウイルスにより発症した従事者

等と一緒に食事を喫食する又は、ノロウイルスによる発症者が家族に

いるなど、同一の感染機会があった可能性がある従事者等について速
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－４－⑴ 

－サ－(ｱ) 

 

 

 

 

５－４－⑴ 

－サ－(ｴ) 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

査の結果、ノロウイルスを保有していないことが確認されるまでの

間、調理作業に直接従事することをやめさせる等の手段を講じるこ

と。 

(h) 従事者等が本件施設内で嘔吐した場合に備え、衛生的に処理できる用

具等を備えておくとともに、処理方法等の指導を行っておくこと。 

 

 

(i) <略> 

(j) <略> 

(k) 異物混入その他の給食調理業務等に起因して発生した問題の処理に当

たる時は、運営業務責任者が直ちに市に報告し、市の指示に従って対応

すること。なお、当該事故の原因究明ならびに予防対策案について書面

にて提出すること。 

 

ａ 配送校の給食提供人数に対し、人員と業務時間は事業者提案による

が、配送校の給食時間等を踏まえ、児童生徒との受け渡しに支障がでな

いように留意すること。 

なお、複数個所（各校舎、各階）で給食の受け渡しを行っている学校

があることに留意すること。 

 

ｅ 食器等、食缶等及び直接搬入品の仕分け作業、検収をする直前に、必

ず手指は手洗い・消毒をすること。 

 

１ 本件施設の概要 

本件施設は、12,000 食程度／日の供給能力を有するものとし、給食エ

リアと一般エリアで構成される。 

 

 

 

 

やかに高感度の検便検査を実施し、検査の結果、ノロウイルスを保有

していないことが確認されるまでの間、調理作業に直接従事すること

をやめさせる等の手段を講じること。 

(g) 従事者等が本件施設内で嘔吐した場合に備え、衛生的に処理できる

用具及び食品衛生簡易検査キット（大腸菌、サルモネラ菌、黄色ブド

ウ球菌等を想定しているが、これに限らない。）を備えておくととも

に、処理・検査方法の指導を行っておくこと。 

ｈ <略> 

ｉ <略> 

ｊ 異物混入その他の給食調理業務等に起因して発生した問題の処理に当

たる時は、運営業務責任者が直ちに市に報告し、市の指示に従って対応

し、「事故等状況報告書」により報告すること。なお、当該事故の原因

究明ならびに予防対策案について書面にて提出すること。 

 

ａ 配送校の給食提供人数に対し、人員と業務時間は事業者提案による

が、配送校の給食時間等を踏まえ、児童生徒との受け渡しに支障がでな

いように留意すること。 

 

 

 

ｅ 食器等、食缶等及び直接搬入品の仕分け作業、検収をする直前に、必

ず手洗い・消毒をすること。 

 

１ 本件施設の概要 

本件施設は、最大12,000食／日の供給能力を有するものとし、給食エ

リアと一般エリアで構成される。 
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区 分 新 旧 

 

６－１ 

 

 

 

６－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 諸室等 

一般エリ

ア 

市専用エリ

ア 

市職員用事務室(執務室、更衣室)、書類・

物品保管室 等 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

給食エリア(作業区域) 

非汚染作

業区域 

和え物室 ｃ 配食スペースを確保すること。 

炊飯室 ｃ 配食スペースを確保すること。 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

給食エリア(一般区域) 

一般区域 

非汚染作業

区域前室 

ｂ 非汚染作業区域との間にはエアーシャ

ワーを設置すること。 

物品・備蓄

品保管室 

＜削除＞ 

 

 

ｂ 食材納入事故等により調理不能な緊急

時の非常食等を保管することを想定して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 諸室等 

一般エリ

ア 

市専用エリ

ア 

市職員用事務室(更衣室、給湯室等)、書

類・物品保管室 等 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

給食エリア(作業区域) 

非汚染作

業区域 

和え物室 ｃ 配缶スペースを確保すること。 

炊飯室 ｃ 配缶スペースを確保すること。 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

給食エリア(一般区域) 

一般区域 

非汚染作業

区域前室 

ｂ この前室は、更衣室、準備室（手指の

洗浄・消毒等を行う室）から構成される

ものとし、準備室と調理室の間にエアー

シャワーを設置すること。 

物品・備蓄

品保管室 

ｂ 市が調達する備蓄食（アルファ化米及

び備蓄用カレー最大 12,000食）を保管で

きるスペースを確保すること。 

ｃ 保管する備蓄食は、食材納入事故等に

より調理不能な緊急時に給食として提供

することを想定している。 
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

一般エリア 

市専用エ

リア 

市職員用事

務室 (執務

室 、 更 衣

室) 

ｂ 執務室及び更衣室（男女別）により構

成すること。 

ｅ 直接外部に面した窓を設け、ブライン

ド等を設置すること。 

ｆ 職員個人の書類やパソコンを収納する

パーソナルロッカー（6 名用）を設置す

ること。 

g 文具消耗品を収納し、一括管理できる

収納庫を設置すること。 

ｈ <略> 

ｉ <略> 

ｊ <略> 

ｋ Ａ4 縦サイズのチューブファイル 10cm

厚を 100 冊程度収納できる書架を設置す

ること。 

ｌ <略> 

ｍ <略> 

ｎ <略> 

ｏ <略> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

一般エリア 

市専用エ

リア 

市職員用事

務室 (更衣

室、給湯室

等) 

ｂ 執務室、給湯室、更衣室（男女別）及 

び書庫により構成すること。 

ｅ 直接外部に面した窓を設けること。 

 

＜追加＞ 

 

 

＜追加＞ 

 

ｆ <略> 

ｇ <略> 

ｈ <略> 

＜追加＞ 

 

 

ｉ <略> 

ｊ <略> 

ｋ <略> 

ｌ <略> 
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

共用エリ

ア 

市職員・一

般市民用玄

関 

ａ 市職員及び事業者の事務職員、外来者

が利用する出入口とする。 

なお、外来者とは食育エリアを利用す

る一般市民を想定している。 

 

 

 

 

ｃ 給食センター閉場時は、電気錠等の機

械警備を基本とすること。その際、食育

エリア利用者の入室管理・鍵管理ができ

るようなシステム等を導入すること。 

 

ｄ <略> 

ｅ <略> 

共用トイレ 

ａ 主に外来者、見学者、食育エリアの利

用者、市職員、事業者の事務職員及び配

送員が利用するトイレとする。なお、配

送員専用のトイレを設置することは可と

する。 

多目的トイ

レ 

ｃ おむつ交換台（折り畳み式ベビーベッ

ド）を設置すること。 

ｄ <略> 

ｅ <略> 

ｆ <略> 

 

 

 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

共用エリ

ア 

市職員・一

般市民用玄

関 

ａ 市職員及び事業者の事務職員、外来者

が利用する出入口とする。 

なお、外来者とは、給食センター開場

時に食育エリアを利用する児童生徒や打

ち合わせ等で来場する者のほか、給食セ

ンター閉場時（平日夜間や休日）に食育

エリアを利用する一般市民を想定してい

る。 

ｅ 給食センター閉場時には、電気錠等の

機械警備とする設備を整備することを基

本とする。なお、機械警備の場合は、利

用者への鍵の受け渡しが不要な施設警備

とすること。 

ｃ <略> 

ｄ <略> 

共用トイレ 

ａ 主に外来者、見学者、食育エリアの利

用者、市職員及び事業者の事務職員が利

用するトイレとする。 

 

 

多目的トイ

レ 

＜追加＞ 

 

ｃ <略> 

ｄ <略> 

ｅ <略> 
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

食育エリ

ア 

研修室 

ａ 地域住民の様々な活動、児童生徒の社

会見学、各種研修や講習など多目的に使

用可能な室とする。 

ｂ 80 名程度（40 名×2 クラス）の児童生

徒を受け入れることができる広さを確保

すること。 

＜削除＞ 

 

 

ｃ 可動間仕切りにより、3～4 部屋の分割

利用が可能であること。 

ｆ 机及び椅子などを収納できる倉庫等を

設けること。 

ｇ 冷暖房設備及び空調設備はそれぞれ独

立した運転が可能となる設備とするこ

と。 

調理実習室

（キッチン

スタジオ） 

ａ 調理実習や多目的交流広場と連携した

食のイベント等で一時的な食事提供が可

能となる機能を備えた室とする。 

ｂ 室内で調理が可能な調理台（1 台当た

り 6 名程度着席）、オーブン、冷蔵庫、

冷凍庫、手洗い設備や換気扇を設置する

こと。 

ｃ 室内の換気を行いやすいよう、可能な

限り外部に面した窓を設け、ブラインド

等を設置すること。 

ｅ 冷暖房設備及び空調設備はそれぞれ独

立した運転が可能となる設備とするこ

と。 

区分 室名 概要及び要求事項 

食育エリ

ア 

研修室 

＜追加＞ 

 

 

ａ 社会見学等で 80 名程度（40 名２クラ

ス）の児童生徒等の受け入れができるこ

と。 

ｂ 映像の視聴や喫食等の利用を想定して

いるが、更なる食育の推進に資する提案

を期待する。 

ｃ 可動間仕切りにより、分割して、利用

できる計画とすること。 

＜追加＞ 

 

ｆ 冷暖房設備及び空調設備は独立した設

備とすること。 

 

調理実習室

（キッチン

スタジオ） 

ａ 25 名程度収容可能な広さを確保するこ

と。 

 

ｂ 室内で調理が可能な調理台、オーブ

ン、冷蔵庫及び冷凍庫を設置すること。 

 

 

ｃ 手洗い設備を設置すること。 

 

 

ｅ 冷暖房設備及び空調設備は独立した設 

備とすること。 
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食育エリ

ア 

オープンス

ペース 

ａ 食育エリア及び多目的交流広場を利用

する一般市民等が、自由に出入りして利

用できるテーブル・椅子などを備えたス

ペースとする。 

ｂ 10 名程度収容可能な広さを確保するこ

と。 

ｃ 施設内だけでなく、1階や 2階の屋外に

テラスを設置するなど、一般市民等が気

軽に立ち寄ることができるスペースとな

るよう工夫すること。 

 

ｄ <略> 

ｅ 冷暖房設備及び空調設備はそれぞれ独

立した運転が可能となる設備とするこ

と。 

見学スペー

ス（食育展

示スペース

含む。） 

ａ 給食調理場の見学が可能であり、見通

路内に食育関連の情報提供に係る展示を

備えたスペースとする。 

ｂ 80 名程度（40 名×2 クラス）の児童生

徒が順次見学可能な通路を設置し、見学

者が滞留することに配慮して十分な通路

幅を設けること。 

ｃ 児童生徒の体格等を考慮して見学窓を

設置するなど、児童生徒が見学者である

ことに配慮すること。 

ｄ <略> 

食育エリ

ア 

 

オープンス

ペース 

ｂ 食育エリア及び多目的交流広場を利用

する一般市民等が、自由に出入りして利

用できるテーブル・椅子などを備えたス

ペースを設置すること。なお、施設内だ

けでなく、１階の屋外や２階の屋外テラ

スなどにも同様のスペースを設置するな

ど、一般市民等が気軽に立ち寄ることが

できる給食センターを実現するための提

案を期待する。 

ａ 10 名程度収容可能な広さを確保するこ 

と。 

ｃ <略> 

ｄ 冷暖房設備及び空調設備は独立した設

備とすること。 

 

見学スペー

ス（食育展

示スペース

含む） 

＜追加＞ 

 

 

ａ 児童生徒が 80名程度（40名２クラス）

で順次見学可能な計画とすること。 

 

 

＜追加＞ 

 

 

ｃ <略> 
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｅ 見学範囲及び食育展示機能等について

は、見学者が興味を持って、食を学ぶこ

とができるような見せ方などの工夫をす

ること。また、市が展示内容を更新する

際は協力すること。 

ｆ ＜省略＞ 

ｇ ＜省略＞ 

ｈ 冷暖房設備及び空調設備はそれぞれ独

立した運転が可能となる設備とするこ

と。 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

附帯施設 

ごみ置き場 

ｂ 臭気が拡散しないよう対策を講じるこ

と。 

ｃ <略> 

ｄ <略> 

ｅ <略> 

ｆ <略> 

駐車場 

ａ 市及び来客用として本件施設建設予定

地に車椅子利用者用 1 台を含み最低 20 台

程度及び大型バス 2 台程度の駐車スペー

スを設置し、車椅子用駐車場は可能な限

り施設エントランス付近に配置するこ

と。 

ｄ 学校給食センターの閉場日において、

市民等が駐車場を適宜利用可能な計画と

すること。 

 

 

 

 

ｂ 見学範囲及び食育展示機能等について

は、見学者が興味を持って、食を学ぶこ

とができるような提案を期待する。 

 

 

ｄ ＜省略＞ 

ｅ ＜省略＞ 

ｆ 冷暖房設備及び空調設備は独立した設

備とすること。 

 

 

区分 室名 概要及び要求事項 

付帯施設 

ごみ置き場 

＜追加＞ 

 

ｂ <略> 

ｃ <略> 

ｄ <略> 

ｅ <略> 

駐車場 

ａ 市及び来客用として本件施設建設予定

地に最低 20台程度及び大型バス２台程度

の駐車スペースを設置し、可能な限り障

害者用駐車スペースは施設エントランス

付近に配置すること。 

 

ｄ 本件施設の閉場日において、市民等が

駐車場を適宜利用可能な計画とするこ

と。 
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区 分 新 旧 

６－３－⑴ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－３－⑵ 

－ア－(ｱ) 

 

６－３－⑵ 

－ウ－(ｱ) 

 

６－３－⑵ 

－エ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 災害時における機能維持 

敷地は、約1.5mの最大浸水深が想定される。国土交通省中国地方整備

局太田川河川事務所の「太田川浸水想定区域図閲覧システム」に示され

る約1.5mの浸水が発生した場合においても、本件建物に設置した調理機

器やキュービクル等が浸水しないよう施設整備を行うこと。あわせて、

災害により施設の一部に被害が生じた際も早期に回復・復旧させる計画

とすること。 

なお、提案に当たっては、工期やコスト面についても十分に考慮する

こと。 

 

 

ｇ トイレは、給食エリアの汚染作業区域、非汚染作業区域から動線距離

で 3m 以上離れた場所に設けること。 

 

ａ 仕上げ材等は、原則として「建築設計基準及び同解説（国土交通省大

臣官房官庁営繕部監修）」に記載されるものと同等以上とすること。 

 

(ｲ) エリア内の諸室の温度・湿度を監視・制御・記録ができるシステムと

すること。 

(ｳ) 天井高は、調理設備・備品の寸法や、火気を使用する諸室（調理室、

揚げ物・焼き物室等）における熱気や蒸気等に配慮して設定すること。

なお、トイレなど、同時に使用する人数が少数であり、かつ、短時間の

使用となる諸室については、この限りではない。 

(ｴ) 天井部分の可能な箇所に、トップライトやハイサイド窓等を設置する

こと。また、天井部分に設置する照明は、オートリフター付照明とする

等の配慮をすること。 

 なお、オートリフター付き照明の設置については、市との協議により

決定すること。 

 

ア 浸水対策等 

敷地は、約1.5mの最大浸水深が想定される。国土交通省中国地方整備

局太田川河川事務所の「太田川浸水想定区域図閲覧システム」に示され

る約1.5mの浸水が発生した場合においても、本件建物に設置した調理機

器やキュービクル等が浸水しないよう、施設整備を行うこと。特に、旧

安佐市民病院の解体後の整地によって変更となる地盤の高さにおいても

十分浸水対応が可能な施設整備を行うこと。また、浸水が収まった後

に、給食を直ちに提供できる計画とすること。浸水対策を含む災害対応

等について、持続可能性、工期短縮及びコスト削減に資する建物配置計

画等の検討を期待する。 

 

ｇ トイレは、給食エリアの汚染作業区域、非汚染作業区域から３m 以上

離れた場所に設けること。 

 

ａ 仕上げ材等は、原則として「建築設計基準」に記載されるものと同等

以上とすること。 

 

(ｲ) エリア内の諸室や機器の温度・湿度は、リアルタイムで監視・制御・

記録ができ、異常発生時には自動通報されるシステムとすること。 

(ｳ) 天井高は、調理設備・備品の寸法や、火気を使用する諸室（調理室、

揚げ物・焼き物・蒸し物室等）における熱気や蒸気等に配慮して設定す

ること。なお、トイレなど、同時に使用する人数が少数であり、かつ、

短時間の使用となる諸室については、この限りではない。 

(ｴ) 天井部分の可能な箇所に、トップライトやハイサイド窓等を設置する

こと。また、天井部分に設置する照明は、オートリフター付照明とする

等の配慮をすること。 
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区 分 新 旧 

６－５－⑷ 

－ウ 

 

 

６－５－⑸ 

－イ 

 

 

 

 

６－５－⑹ 

－イ－(ｲ) 

－ａ－(c) 

 

６－５－⑹ 

－イ－(ｲ) 

－ａ－(d) 

 

６－５－⑹ 

－イ－(ｲ) 

－ｄ 

 

６－５－⑹ 

－イ－(ｲ) 

－ｅ 

 

６－５－⑺ 

－ア 

 

 

(ｲ) 停電発生時や災害時に、冷蔵庫・冷凍庫、市職員用事務室、トイレ

等、必要な共用部が最低でも10時間稼働できるよう非常用自家発電設備

を設置すること。 

 

(ｲ) 調理場は結露が発生しないよう対策を講じるとともに、万一結露が発

生した場合には、結露水が落下して衛生管理面に支障をきたすことのな

いような対策を講じる。また、調理場内を温度 25℃以下、湿度80％以下

の条件を満たすよう、各部屋で管理できる適切な給気・排気・空調設備

を備えること。 

 

ⅰ 12,000 食程度/日の炊飯に対応した機器とすること。 

 

 

 

ⅰ 配送時間、喫食時間（調理後 2 時間以内）を考慮した 12,000 食程度/

日の炊飯が可能な機器とすること。 

 

 

(c) 使用する食器・食缶等に応じ、確実に洗浄できる洗浄機とすること。 

 

 

 

(b) エアブロー、加熱及びワイパーなどにより、水滴が確実に除去できる

ものとすること。 

 

 

(ｱ) 市職員用事務室（執務室、更衣室） 

 

 

 

(ｲ) 停電発生時や災害時に、市職員用事務室、トイレ等、必要な共用部が

最低でも 10 時間稼働できるよう非常用自家発電設備を設置すること。 

 

 

(ｲ) 調理場は結露が発生しないよう対策を講じるとともに、万一結露が発

生した場合には、結露水が落下して衛生管理面に支障をきたすことのな

いような対策を講じる。また、調理場内を温度 25℃以下、湿度80％以下

の条件を満たすよう、各部屋ごとに管理できる適切な給気・排気・空調

設備を備えること。 

 

ⅰ 最大 12,000 食/日分の炊飯に対応した機器とすること。 

 

 

 

ⅰ 配送時間、喫食時間（調理後２時間以内）を考慮した最大 12,000 食/

日分の炊飯が可能な機器とすること。 

 

 

(c) 使用する食器・食缶等に応じ、確実に洗浄できる立体浸漬漕および１

枚ずつ洗うことができる洗浄機とすること。 

 

 

(b) エアブローや加熱などにより、水滴が確実に除去できるものとするこ

と。 

 

 

(ｱ) 市職員用事務室（更衣室、給湯室等） 
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区 分 新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－５－⑼ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 寸法等 数量 

椅子 適宜 6 脚 

パソコン机 
可変性、大型ケーブルガイド、鞄フッ

ク 2 個、電源 4 口 
一式 

2 段ワゴン キャスター付き 6 台 

パーソナルロッカー 
ダイヤル非常解除キー、ロッカー転倒

防止金具、メールポスト、天板付き 
6 台 

文具・消耗品収納庫 適宜 1 台 

打合せセット 4 名の椅子、テーブル 1 組 

ロッカー 市職員用 6 名用 

キャビネット  一式 

※机などの執務室イメージは資料 21 を参照 

 

(ｶ) 調理実習室（キッチンスタジオ） 

調理台は、シンク（蓋ができるもの）・IH コンロ（加熱部 3口）等の

機能が装備されたものとすること。 

その他、冷蔵庫・冷凍庫・食器棚・手洗い設備・換気扇を備えた調理

室とし、事業者の判断により、必要な備品を調達すること。 

 

ク 広島市可部地区学校給食センターで使用するために令和 5 年度中に購

入した和え物用食缶（約 100 個）を本市から引き取り、本事業で活用す

ること（具体的な仕様や個数、引き取り方法は本事業の契約締結後に事

業者と調整する。）。 

 

【食缶】 

内容 寸法等 機能等 

フライ用食缶 345×290×125cm 
高性能一重断熱式 

天ぷら缶の使用も可とする 

 

 

種類 寸法等 数量 

椅子 適宜 6 脚 

パソコン机 適宜 6 台 

打合せセット 4 名の椅子、テーブル 1 組 

ロッカー 市職員用 6 名用 

キャビネット  一式 

 

 

 

 

 

 

 

(ｶ) 調理実習室（キッチンスタジオ） 

調理台・冷蔵庫・冷凍庫・食器棚・手洗い設備を備えた調理室とし、

事業者の判断により、必要な備品を調達すること。 

 

 

 

＜追加＞ 

 

 

 

 

＜追加＞ 

内容 寸法等 機能等 

フライ用食缶 345×290×125(cm) 高性能一重断熱式 
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６－５ 

 

 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【配膳器具】 

＜削除＞ 

 

 

 

 

<略> 

【参考】 

種類 使用用途等 直径×高さ・容量 材質 

飯わん ご飯用 140×58mm・465 ㎖ ＰＥＮ樹脂製 

 

⑽ その他 

ウ ＡＥＤ装置 

施設内にＡＥＤを設置するとともに、従事者等に救命講習会を受講

させること。なお、ＡＥＤの調達方法はリース等、事業者の提案とす

る。 

 

１ 基本方針 

本事業では、安佐市民病院跡地活用推進協議会において了承された跡

地全体の活用コンセプトを踏まえ、単なる調理場ではなく、食に関する

情報発信や地域住民の様々な活動に利用できる附帯機能を整備し、この

機能を活用した取組を実施すること。 

 

 

２ 各業務内容及び要求水準 

⑴ 事業者が行う業務 

ア 諸室等の整備 

食に関する情報発信、地域住民の様々な活動に利用できる以下の諸

室（「第６/２ 諸室の説明」の食育エリアに示している諸室）は必置

⑽ 配膳器具 

１学級当たりに必要な配膳器具の目安を、下表に示す。なお、これら

は参考として例示したものであり、メーカーや寸法等を指定するもので

はない。 

折り返しやつなぎ目がなく、衛生的に取り扱えるものを、必要数量調

達すること。 

<略> 

【参考】 

種類 使用用途等 直径×高さ・容量 材質 

飯わん ご飯、パン用 140×58・465(㎖) ＰＥＮ樹脂製 

 

⑾ その他 

ウ ＡＥＤ装置 

施設内にＡＥＤを設置するとともに、従事者等に救命講習会を受講

させること。 

 

 

本事業では、安佐市民病院跡地活用推進協議会において了承された跡地

全体の活用コンセプトを踏まえ、単なる調理場ではなく、食に関する情報

発信や地域住民の様々な活動に利用できる附帯機能を整備することとして

おり、具体的な内容については次のとおり事業者に提案を求めることとす

る。 

なお、詳細については入札公告時に提示する。 

 

１ 事業者に求める提案 

 

⑴ 諸室等の整備 

食に関する情報発信、地域住民の様々な活動に利用できる以下の諸

室（「第６ 施設等の要求性能」の食育エリアに示している諸室）は
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とし、更なる食育の推進や地域活動の活性化に資する諸室等の整備に

ついては事業者からの提案を求める。 

【必置の諸室等】 

諸室等 概要及び主な要求事項 

研修室 

・地域住民の様々な活動、児童生徒の社会見学、

各種研修や講習など多目的に使用可能な室とす

る。 

・80 名程度（40 名×2 クラス）の児童生徒を受け

入れることができる広さを確保すること。 

・可動間仕切りにより、3～4 部屋の分割利用が可

能であること。 

調理実習室 

（キッチンスタ

ジオ） 

・調理実習や多目的交流広場と連携した食のイベ

ント等で一時的な食事提供が可能となる機能を

備えた室とする。 

・室内で調理が可能な調理台（1 台当たり 6 名程

度着席）、オーブン、冷蔵庫、冷凍庫、手洗い

設備や換気扇を設置すること。 

オープンスペー

ス 

・食育エリア及び多目的交流広場を利用する一般

市民等が、自由に出入りして利用できるテーブ

ル・椅子などを備えたスペースとする。 

・施設内だけでなく、1 階や 2 階の屋外にテラス

を設置するなど、一般市民等が気軽に立ち寄る

ことができるスペースとなるよう工夫するこ

と。 

見学スペ ース

（食育展示スペ  

ースを含む。） 

・給食調理場の見学が可能であり、見学通路内に

食育関連の情報提供に係る展示を備えたスペー

スとする。 

・80 名程度（40 名×2 クラス）の児童生徒が順次

見学可能な通路を設置し、見学者が滞留するこ

とに配慮して十分な通路幅を設けること。 

必置とし、更なる食育の推進や地域活動の活性化に資する諸室等の整

備については事業者からの提案に委ねる。 

 

諸室等 要求する主な水準 

見学通路 ・約 80 名の児童生徒が調理場を順次見学できる通路 

キッチン 

スタジオ 

・調理台４台程度（1 台当たり６名程度着席）、オー

ブン、冷蔵庫及び冷凍庫等を設置 

研修室 

・社会見学等で約 80 名の児童生徒等を受け入れるこ

とができる部屋 

・可動間仕切りにより、３～４部屋の分割利用可 

オープン 

スペース 

・住民や地域団体が自由に利用できるテーブルや椅子

を備えた空間 

※上記諸室に繋がる施設の出入口は、多目的交流広場と一体的な利用が可

能な動線に配慮して設置することを求める。 
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※上記諸室等に繋がる施設の出入口は、資料 15 を参照し、多目的交流広場と一

体的な利用が可能な動線に配慮して設置すること。 

 ※諸室等の備品の移動や搬出入、清掃などの維持管理を容易にするための工夫

を凝らすこと。 

イ 諸室等を活用した事業者による取組の実施 

【取組例】 

・見学スペース等を活用した学校給食の歴史や食文化等に係るパネル展 

 示 

ウ 諸室等の更なる活用に向けた取組の企画 

本事業内での実施を前提とするものではないが、市との連携や他事

業者の誘致などにより実現の可能性がある取組や、将来的には実現で

きる可能性がある取組などに関する企画の提案を求める。また、これ

らに要する経費の負担方法についても合わせて提案を求める。 

 

 

 エ 諸室等の維持・修繕等の管理 

諸室等の維持・修繕・警備等の業務は、本事業の維持管理業務に含

める（事業者において実施する。）。給食センター閉場時に一般市民

が利用できるよう、食育エリアの諸室等及び共用エリアを開放した上

で次の業務を行うこと。 

また、給食センター閉場時の諸室等の出入口の開錠・施錠、諸室利

用者への鍵の受渡し方法については、市民の利便性などに配慮した提

案を求める。 

(ｱ) 諸室等の出入口の開錠・施錠 

(ｲ) 諸室等に係る冷暖房設備及び空調設備の管理 

＜削除＞ 

 

(ｳ) 諸室利用者への鍵の受渡し※（市職員が不在となる時間に限る。） 

※鍵の受渡しや入退室管理等が可能な機械警備を導入することも可とする。 

 

 

 

 

 

⑵ 諸室等を活用した事業者による取組の実施 

【取組例】 

・見学通路等を活用した学校給食の歴史や食文化等に係るパネル展示 

 

⑶ 諸室等の更なる活用に向けた取組の企画 

本事業内での実施を前提とするものではないが、市との連携や他事

業者の誘致などにより実現の可能性がある取組や、将来的には実現で

きる可能性がある取組などに関する企画の提案を求める。 

なお、これらに要する経費の負担方法についても合わせて提案を求

める。 

 

２ 附帯機能として整備する諸室等の管理・運営 

⑴ 諸室等の維持・修繕・警備等は、本事業の維持管理業務に含める

（事業者において実施する。）。 

なお、市職員が不在となる平日夜間や休日に一般市民が利用できる

よう、諸室等を開放した上で次の業務を行うこと。 

 

 

 

ア 施設出入口の開錠・施錠 

イ 各諸室の空調管理 

ウ 施設内の警備（利用者からの通報連絡にも対応でき、必要に応 

じて市職員にも連絡が行える体制とすること。） 

エ 諸室利用者への鍵の受渡し 

(注)鍵の受渡しや入退室管理等が可能な機械警備を導入することも

可とする。 
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８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 市が実施する業務 

 ア 諸室等の使用許可 

 イ 諸室等の使用に伴う予約管理 

 ウ 諸室利用者への鍵の受渡し（市職員が不在となる時間を除く。） 

エ 研修室等の使用料の徴収 

 オ 食育展示スペースに係る展示内容の更新 

 

 

 

 

１ 基本方針 

学校給食法をはじめとする各種法令等に従い、学校給食の調理を行わ

ない時期や時間帯において、学校給食調理に影響がない範囲で事業者が

調理場を活用した自主事業を実施することを可能とし、調理場の有効活

用を図るとともに、市の基本構想や基本計画に基づく施策の実現にも寄

与する取組となることを目指す。 

 

 

２ 自主事業の実施に伴う手続 

 ⑴ 建物及び建築設備（建物と一体不可分である電気設備、給排水設備

等）・土地の使用許可 

事業者からの目的外使用申請に基づき、市が目的外使用許可を行

う。 

＜使用許可の単位＞ 

諸室単位かつ時間区分（３⑴ア②の時間区分Ⓐ～Ⓓ）で行う。

使用時間は、最も長く使用する諸室の時間区分で使用許可を行

う。 

 ⑵ 調理設備の貸付 

   事業者からの申込に基づき、市と貸付契約を締結する。 

＜貸付の単位＞ 

⑵ 諸室等の使用許可や予約管理などの運営は、本市が直接行う。ま

た、光熱水費は本市が負担する。 

【市と運営事業者の役割分担（案）】 

運営事業者 設備の維持・修繕・警備、消耗品の補充・交換、清掃 

市 
施設の使用許可、予約管理、利用料金の徴収、鍵の受渡

し（平日の日中） 

※市と事業者の詳細な業務分担は入札公告時に提示する。 

 

本事業では、学校給食の調理を行わない時期や時間帯において事業者が

調理場を活用した自主事業を実施することを可能とする。 

なお、詳細については入札公告時に提示する。 

 

 

 

 

 

１ 自主事業の実施に伴う使用料等 

自主事業は、事業者からの申請を受けた後、市が地方自治法第 238 条

の 4 第 7 項に基づく目的外使用許可を行った上で、実施を認める。 

使用料の算定に当たって、広島市財産条例において目的外使用を許可

した場合の使用料を定めているが、本事業では次の方法により算定した

使用料とすることを想定している。なお、事業者の提案により、この算

定額を上回る納付も可能とする。 

⑴ 使用許可の単位 

諸室単位かつ時間単位 

⑵ 使用料（1 時間当たり） 

  以下のア～ウの合計額とする。 

ア 建物・設備（注)の使用料 
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調理設備単位かつ時間区分（３⑴ア②の時間区分Ⓐ～Ⓓ）で行

う。使用時間は、最も長く使用する諸室の時間区分を適用する。 

 

３ 使用料・貸付料 

⑴ 算定方法 

ア 建物及び建築設備（建物と一体不可分である電気設備、給排水設

備等）の使用料（年額） 

【算定方法】 

①減価償却費相当額(年額)×②使用時間に係る係数×③使

用日数/365×④使用面積/延床面積×110/100 

   ① 減価償却費相当額（年額） 

     建築費÷38（減価償却費年数※）＋建築設備費÷15（減価償却

年数※） 

     ※国税庁が示す減価償却資産の耐用年数を用いる。 

   ② 使用時間に係る係数 

時間区分 係数 

Ⓐ 4 時間まで 1/6 

Ⓑ 6 時間まで 1/4 

Ⓒ 8 時間まで 1/3 

Ⓓ 8 時間超 1/2 

 ③ 使用日数 

     1 年間（年度単位）の使用見込日数（事業者の提案による。） 

   ④ 使用面積/延床面積 

建物の延床面積に対する自主事業で使用する面積（使用する各

諸室の合計面積） 

  イ 土地の使用料（年額） 

【算定方法】 

①土地の評価額×②使用面積×③使用時間に係る係数×④使

用日数/365×4/100×110/100 

 

(建築費/減価償却年数＋設備費/減価償却年数)×使用面積（諸室

面積）/延床面積÷365 日÷24 時間 

 イ 土地の使用料 

土地の評価額（固定資産税評価相当額(1 ㎡当たり)）×使用面積

（諸室面積）×4/100÷12÷30 日÷24 時間 

 ウ 備品（注)の使用料 

取得費／減価償却年数÷365 日÷24 時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 設備は、建物と一体不可分である電気設備、給排水設備な

どを想定し、備品は回転釜や冷蔵庫などの調理設備・機器

を想定している。 
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 ① 土地の評価額 

   直近の基準年度の固定資産税評価相当額(1 ㎡当たり)  

【参考】直近の基準年度（令和 3 年度）の１㎡当たりの固定資

産税評価相当額：47,716 円 

 ② 使用面積 

   自主事業で使用する面積（使用する各諸室の合計面積） 

 ③ 使用時間に係る係数 

     上記ア②の係数 

   ④ 使用日数 

     １年間（年度単位）の使用見込日数（事業者の提案による。） 

  ウ 調理設備の貸付料（年額） 

【算定方法】 

①減価償却費相当額（年額）×②使用時間に係る係数×③使

用日数/365×110/100 

 

   ① 減価償却費相当額 

     調理設備取得価格÷10（減価償却費年数※） 

     ※国税庁が示す減価償却資産の耐用年数を用いる。 

② 使用時間に係る係数 

上記ア②の係数 

   ③ 使用日数 

     1 年間（年度単位）の使用見込日数（事業者の提案による。） 

⑵ その他 

端数処理について、目的外使用料は 10円未満の端数があるときには

その端数金額を切り捨て、貸付料は 1 円未満を切り捨てる。 

消費税率の改定が行われた場合には、算定方法の見直しを行う。 

 

４ 自主事業専用室の整備 

  自主事業専用室（給食事業では使用しない自主事業専用部分をいう。

以下同じ。）の整備費用及び事業期間中の維持管理費用を事業者の負担
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とした上で、自主事業の実施に必要な範囲で自主事業専用室を整備する

ことは可能とする。 

  自主事業専用室の整備に当たっては、以下の【自主事業専用室の整備

費用及び調理設備の整備に関する考え方】も踏まえて、整備内容を提案

し、市の承認を得ること。 

なお、自主事業専用室を整備した場合は、事業者が次期事業期間も継

続して当事業を受託する場合を除いて、事業期間満了までに同室を無償

で市に譲り渡すものとし、この間における同室の所有権のあり方等につ

いては、本事業の契約締結までに市と事業者の間で調整する。 

 【自主事業専用室の整備費用及び調理設備の整備に関する考え方】 

・整備費用 

自主事業専用室の整備費用は、本件建物の建築費及び建築設備費

の総額を自主事業専用室の面積と本件建物の面積との比率で案分し

た額とする。 

  ・調理設備の整備 

    自主事業専用室内で使用する調理設備を事業者の負担で整備する

ことを可能とするが、同設備の維持管理経費は事業者の負担とし、

原則として、事業期間満了後には事業者の負担により撤去する。 

   ※本事業の入札価格には、自主事業専用室の整備費用及び同室で使用する

調理設備の整備費用は含めないこと。 

 

５ 事業者選定時における自主事業の提案に対する評価等 

⑴ 評価 

ア 価格評価市の基本構想や基本計画に基づく施策との関連性など事

業の目的・方針に係る内容を評価する。 

価格の審査を行う際、「入札額」から自主事業実施に伴う「目的

外使用料等の納付提案額」※を差し引いた額を入札額と同等とみな

し評価を行うこととする。 

なお、事業者の提案により、上記３による算定額を上回る金額を

「目的外使用料等の納付提案額」として提案することも可能とす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業者選定時における自主事業の提案に対する評価等 

⑴ 評価 

事業者の選定に当たっては総合評価一般競争入札方式を採用するこ

ととしており、価格と提案内容を審査した上で評価を行うこととなる

が、自主事業の実施に伴う目的外使用料等の納入は、本市の財政負担

の軽減に資するものであることから、価格の審査を行う際、「入札

額」から「使用料等の納付見込額」を差し引いた額を入札額と同等と

みなし評価を行うこととする。 
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る。 

    ※上記３により算定した維持管理・運営期間中の自主事業実施に

伴う使用料・貸付料の総額 

  イ 内容評価 

    自主事業の実施について、市の基本構想や基本計画に基づく施策

との関連性など事業の目的・方針に係る内容を評価する。 

⑵ 提案事項の遵守 

自主事業の実施に係る提案内容は、本市と運営事業者が締結する

「維持管理・運営委託契約書」に定める。提案時の計画を変更し、事

業の規模を縮小するなどの場合であっても、事業者は提案内容を遵守

し、維持管理・運営期間中、「目的外使用料等の納付提案額」を納付

すること。 

ただし、土地の使用料に係る固定資産税評価相当額の変動や消費税

率の変更など、「目的外使用料等の納付提案額」の算定に係る事業者

の提案事項以外の値が変わる場合はこの限りではない。 

 

 

 

６ 自主事業実施に係る事業計画の変更 

  維持管理・運営期間中に、自主事業に係る計画を変更し、提案時の計

画より使用時間、使用面積、使用日数、使用する調理設備の数を増やす

場合は、使用拡大に伴う使用料、貸付料の納付を求める。 

 

 

 

 

７ 自主事業実施に伴う法令等の遵守 

  自主事業の実施に係る工場立地法等の各種法令に基づく届出等につい

ては、事業者の責任において行うこと。 

 

 

 

 

 

 

⑵ 提案事項の遵守 

自主事業の実施に係る提案内容は、本市と運営事業者が締結する

「維持管理・運営委託契約書」に定め、維持管理・運営期間中、納付

見込額以上の使用料等の納付を求めることとする。 

また、本来、本市が支払う予定の委託料から使用料等としての納付

見込額を相殺した金額を、維持管理・運営期間中の委託料として支払

う方法も可能とする。 

なお、状況の変化等により自主事業の実施が困難となった場合であ

っても、選考時に使用料の納付見込額について評価することから、事

業者選定に係る公平性を確保するため、維持管理・運営期間中は提案

時の使用料等の納付見込額と同額の納付を求めることとする。 

 

３ 自主事業の提案に当たっての留意点 

⑴ 学校給食法をはじめとする各種法令等に従い、学校給食調理に影響

がない範囲で実施すること。 

⑵ 自主事業を実施する場合は、提案書に学校給食調理と共用する施

設・設備・機器及びその時間帯を明記すること。 

⑶ 自主事業は、事業候補者として選定された後に、具体的な実施方法

等について市と協議した上で実施するものとする。 

 

＜追加＞ 

 


